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滋賀大学産業共同研究センター

滋賀大学地域連携センター

事業仕分けの背景
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滋賀大学産業共同研究センター

滋賀大学地域連携センター
経済は回復したものの国、地方の債務は拡大

経済は回復したものの国及び地方の債務は先進国で最悪。わが国が持続的な成長を
図るためには財政再建は喫緊の課題。

国及び地方の債務残高 （GNP比）

（出所）内閣府「月例経済報告」
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滋賀大学地域連携センター
国も地方もつけを先送り

税収79兆円に対し、歳出は151兆円。借金（国債・地方債）は52兆円。

国・地方の歳入歳出の関係図（14年度決算ベース）
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滋賀大学地域連携センター
三位一体改革とは

ü　2006年度までに４兆
円を削減

ü　財源保障機能全般を
見直して縮小

ü　基幹税の移譲を容認
ü　補助金削減額の８割を
移譲義務的経費（義務教
育、福祉、消防等）は全額

税源移譲

地方交付税改革

国 地方

補助金の削減
16兆円約20兆円

50兆円→47兆円 35兆円→38兆円

58：42→55：45
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滋賀大学地域連携センター
三位一体改革の決着

税源移譲補助金の削減 地方交付税改革
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滋賀大学地域連携センター
地方交付税改革の動向
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188,145239,389227,710217,986計

29,07258,69632,26114,488臨時財政対策債

-6.55.14.51.8増減（％）

159,073180,693195,449203,498地方交付税

H18年度概
算要求

H15年度H14年度H13年度

地方交付税、臨時財政対策債の推移（百万円）

地方交付税総額は三位一体の改革とは別に、中期的に削減へ

国庫補助金の削減、税源移譲で影響の受ける自治体へ配慮
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滋賀大学地域連携センター

出所）総務省HP「地方財政の借入金残高の状況」
出所）総務省HP「経常収支比率」

地方財政の借入金残高の状況 経常収支比率

地方財政の悪化と選別される地域経営能力

　近年、地方財政が急速に悪化している。地方財政は平成16年度で204兆円の多額の借入金
（対ＧＤＰ比40％）で、平成３年度の2.6倍、125 兆円の増となっている。

　今後も財政需要がますます増大するものと見込まれ、安定した財政運営を行う自治体とそう
でない自治体の格差が拡大すると考えられ、地方債の発行などに関して、市場から地域経営力
が選別される時代に突入。
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滋賀大学地域連携センター
地方自治体の財政は火の車

実質収支比率が赤字団体は22市（平成16年度決算）。

市町村は－20％、都道府県は－５％で赤字再建団体。

竹田市、むつ市など-20％間際の市も存在。

-0.4千葉県-1.6東京都-2.6大阪府　
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３万人未満３万人以上５万人以上10万人以上20万人以上

実質収支比率赤字の自治体
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滋賀大学地域連携センター
滋賀県自治体の財政構造（H18年度予算）

1228915投資的経費

2627683公債費
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ると予算編成に
苦慮
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滋賀大学地域連携センター
10年後は職員数が大きく減少

今後10年間にかけて50代職員が順次退職へ向かうことが予想。

今後は、同様のサービスを少ない職員でどのように行うかが課題。

図表 1 地方公務員（一般職）数の推移と見通し 

（単位：千人）
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出所）地方公共団体定員管理調査及び地方公務員給与実態調査に基づき作成 
注）2002-2004年の平均職員減少数、今後の定年退職者数の増加見通しに基づき試算。 

図表 2 地方公務員（一般職）の年齢構成 

地方公務員（一般行政職）の年齢構成の推移
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出所）地方公務員給与実態調査 



11

滋賀大学産業共同研究センター

滋賀大学地域連携センター
事業仕分けを必要とする背景

求められる地方自治体財政の健全化

職員数の減少に即した業務の適正化

自ら行う業務を自らが決め、経営責任を自らがとること

外部の視点を入れた事業見直しの実施

・国、地方の巨額な債務、地方交付税の減少

・高齢社会における行政経費増、人件費増

・地方自治体職員の減少

・地方分権社会における地方自治体の自立

・自主的な事業見直しの限界
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滋賀大学地域連携センター

事業仕分けの実際




